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○公共事業を取り巻く現状

○i-Constructionと新技術活用

○新型コロナウイルスが及ぼした影響

○インフラ分野のDXの推進



公共事業を取り巻く現状



12 15 18 19 20 20 20 20 19 19 21 23 23 24 26 29 32 34 33 35 35 33 34 32 30 28 26 23 21 19 19 17 17 18 18 16 16 18 18 19 20 20 18 19

22
24

25
29 30 30 30 28 29 31

33

39
43

49

56
54

52 47
45 44 48

42 37
37

36
33

31
30 32 33 35

31 31 25 24 26 27
29 27

35 36 37 36 37

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

19
76

19
77

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2016年度まで実績、2017年度・2018年度は見込み、2019年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値注
注４ 平成27年（2015年）産業連関表の公表に伴い、2015年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、2011年以降の投資額を遡及改定している

○ 建設投資額はピーク時の1992年度：約84兆円から2011年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
2019年度は約56兆円となる見通し（ピーク時から約33％減）。

○ 建設業者数（2019年度末）は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（2019年平均）は499万人で、ピーク時（1997年平均）から約27％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（1997年平均）

就業者数
ピーク時比
▲27.1%

499万人
（2019年平均）

472千業者
（2019年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.4%

56兆円
（2019年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲33.3％

許可業者数のピーク
601千業者（1999年度末）

建設投資のピーク
84兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 503万人（H30）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 33万人（H30）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  328万人（H30）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約35％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成29年と比較して

55歳以上が約5万人増加、29歳以下は約1万人増加。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

建設業就業者の現状
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3,953 
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3,129 

4,450 

659 

2,735 

3,356 
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H28年度

H29年度
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R1年度

週休2日実施工事 週休2日対象工事（公告工事）

週休２日対象工事

○直轄工事において、週休2日を確保できるよう、適正な工期設定や経費補正を実施している。
○R6年4月から、建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることを踏まえ、計画的に週休2日を推進
する。

週休２日工事の実施状況（都道府県・政令市(計67団体)）

週休２日の推進に向けた取組

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
公告件数(取組件数) 824(165) 3,841(1,106) 6,485(3,129) 7,780(4,450)

実施率 20.0% 28.7% 48.2% 57.2%

週休２日工事の実施状況（直轄）

4,450件
(R1年度)

発注者指定方式

受注者希望方式

交替制モデル工事

3,841
実施件数6.7倍 対象件数4.7倍

824

6,485
実施件数2.8倍 対象件数1.7倍

7,780
実施件数1.4倍 対象件数1.2倍

■工事成績評定による加点
４週８休を実施した工事について、「工程管理」の項目において加点評価

4週6休 4週7休 4週8休以上
労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費(賃料) 1.01 1.03 1.04
共通仮設費率 1.02 1.03 1.04
現場管理費率 1.03 1.04 1.06

■週休2日の実施に伴う必要経費を計上
• Ｒ２年度より、共通仮設費、現場管理費の補正係数を見直し、必要経費
を計上する試行を継続。

• 受注者希望方式の積算方式も、発注者指定方式と同様に当初予定価格
から4週8休を前提とした経費の積算を行う。

休日率 4週6休以上
7休未満

4週7休以上
8休未満 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

■週休2日交替制モデル工事の試行
• R１年度より、現場閉所が困難な維持工事等において、工事従事者が交替
で週休2日を確保するモデル工事を試行。達成状況に応じて労務費を補正。

※現場施工体制(技術者・技能労働者)の確保に特別な費用等が必要となる場合は協議

週休２日の実施により、現状より工期が長くなることに伴う必要経費に関する補正

※R1年度件数は、港湾空港関係が集計中のため速報値

■H29年度：実施済３９団体
■H30年度：実施済５６団体
■Ｒ１年度：実施済６６団体

令和2年度は、原則全ての工事を「週休2日対象工事」として公告。 5



建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）

6

見直しの内容「労働基準法」（平成30年６月成立）
罰則：雇用主に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

原則
（１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長
が可能（労基法３３条）

３６協定
の限度

・原則、①月45時間 かつ ②年360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
③ 年 720時間（月平均６０時間）
〇 年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの

出来ない上限を設定
④a. ２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日出勤を含む）
④b. 単月 100時間未満（休日出勤を含む）
④c. 原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

○労働基準法の改正により、時間外労働規制を見直し
○違反した場合、雇用主に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金
○大手企業はＨ３１年４月から、中小企業はＲ２年４月から適用



品確法と建設業法・入契法（担い手３法） Ｒ１改正時の概要

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定（休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化（債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
（工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による
生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
（違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備
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i-Constructionと新技術活用



i-Construction ～建設業の生産性向上～

○平成28年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、
建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された。

○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査
に至る建設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入。

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善。

【生産性向上イメージ】

平成28年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工） 9



準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

建設プロセス全体を3次元データでつなぐi-Construction

○Society5.0の実現に向け、i-Constructionの取組を推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス全体
を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

○○km

道路法面緑化

石垣

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信
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i-Construction トップランナー施策 （Ｈ２８～）
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ICTの全面的な活用（ICT施工） 施工時期の平準化等

○ 公共工事は第1四半期(4～6月)に
工事量が少なく、偏りが激しい。

○ 適正な工期を確保するための２
か年国債を設定。Ｈ２９当初予算
においてゼロ国債を初めて設定。

（工事件数） （i-Construction）

平準化された
工事件数

＜技能者＞
・収入安定
・週休二日

＜発注者＞

・計画的な
業務遂行

＜受注者＞

・人材・機材
の効率的
配置

平準化

（工事件数） 閑散期 繁忙期 （現状）
現状の工事件数

＜技能者＞

・閑散期は仕事
がない

・収入不安定

・繁忙期は休暇
取得困難

＜発注者＞

・監督・検査
が年度末
に集中

＜受注者＞

・繁忙期は監理技
術者が不足

・閑散期は人材・
機材が遊休

○設計、発注、材料の調達、加工、組立等
の一連の生産工程や、維持管理を含めた
プロセス全体の最適化が図られるよう、全
体最適の考え方を導入し、サプライチェー
ンの効率化、生産性向上を目指す。

○Ｈ２８は機械式鉄筋定着および流動性を
高めたコンクリートの活用についてガイド
ラインを策定。

○部材の規格（サイズ等）の標準化により、
プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工
場製作化を進め、コスト削減、生産性の向
上を目指す。

プレキャストの進

化

©大林組

©三井住友建設

（例）定型部材を組み合わせた施工

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用現場打ちの効率化

全体最適の導入
（コンクリート工の規格の標準化等）

クレーンで設置 中詰めコン打設

クレーンで設置

○調査・測量、設計、施工、検査等のあ
らゆる建設生産プロセスにおいてICTを
全面的に活用。

○３次元データを活用するための１５の
新基準や積算基準を整備。

○国の大規模土工は、発注者の指定で
ICTを活用。中小規模土工についても、
受注者の希望でICT土工を実施可能。

○全てのICT土工で、必要な費用の計上、
工事成績評点で加点評価。

ドローン等を活用
し、調査日数を削
減

３次元設計データ
等により、ICT建
設機械を自動制御
し、建設現場の
ICT化を実現。

３次元測量点群デー
タと設計図面との差
分から、施工量を自
動算出

【建設現場におけるICT活用事例】
規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

《3次元測量》

《ICT建機による施工》

《3次元データ設計図》

出典：建設総合統計より算出

11



ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計図
面との差分から、施
工量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要とな
り、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ② ③ ④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ
ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

書類による検査 12



i-Construction ICT施工と通常施工の比較

13



ＩＣＴ施工における基準類の整備（工種拡大）

〇平成２８年度の土工を皮切りに、主要工種から順次、ＩＣＴ活用に向けた基準類を整備

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降

18基準
（新規11・改定７）

39基準
（新規21・改定18）

39基準
（新規13・改定26）

35基準
（新規10・改定25）

49基準
（新規9・改定40）

ICT構造物工

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（港湾）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置工

ICT法面工（吹付工）

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工
（港湾）

民間等の要望も踏まえ
更なる工種拡大

ICT路盤工

※測量分野については、平成３０年度からＩＣＴ活用拡大（１基準を新規策定、１基準を改定）
※維持管理分野（点検）については、平成３０年度からＩＣＴ活用拡大（２基準を新規策定）
※建築分野（官庁営繕）については、平成３０年度からＩＣＴ活用拡大（１基準を新規策定、１基準を改定） 14



〇施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、
土工における延べ作業時間が約3割縮減するなどの効果が表れている。

○一方、地域を地盤とするC、D等級※の企業は、 ICT施工の経験割合が低く、普及拡大が必要。

建設現場におけるICT活用の現状と課題

＜ICT施工実施状況＞

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ土工） N=２９６

人日

約３割 縮減

○ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
○ 従来の労務は施工者の想定値
○ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

＜ICT土工の効果＞

＜ICT施工の経験企業の割合＞

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

工種

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０ ２，２４６ １，７９９

舗装工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０ ３４０ ２３３

浚渫工 － － ２８ ２４ ６２ ５７ ６３ ５７

浚渫工（河川） － － － － ８ ８ ３９ ３４

地盤改良工 － － － － － － ２２ ９

合計 １，６２５ ５８４ ２，１７５ ９１２ １，９４７ １，１０４ ２，３９７ １，８９０

実施率 ３６％ ４２％ ５７％ ７９％

・各地方整備局のICT活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間はH28～R2.3

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（平成28年度以降の直轄工事受注実績に対する割合

＜ICT施工の経験企業の割合＞

数値は等級毎の平成28年度以降の
直轄工事を受注した業者数

（ ）内は一般土木の全登録業者数

93.5%

89.8%

50.9%

21.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

A

B

C

D

実績あり

29社

97社

1,144社

130社

31社
(32社)

108社
(112社)

2,246社
(5,920社)

610社
(10,848社)

全国
企業

地域
企業

50.9％＝
1,144社（ICT施工経験企業）

2,246社（直轄工事受注企業）

Cランク経験企業割合

15



中小企業・地方公共団体への裾野拡大に向けた取り組み

○ＩＣＴ施工における小規模施工の積算基準の対応

 5,000m3の積算基準を設定（平成31年4月）など、小規模工事へ対応
 現場条件により、標準のICT施工機械よりも規格の小さい施工機械を用いる場

合は、標準積算によらず見積りを活用

○トップランナーの取組に関する情報共有

 先進的にＩＣＴを活用しているトップランナー企業の、
ノウハウを共有する機会を設置

※ 中部地整「ICT導入研究会」においてｉ-Construction大賞受賞者による取組発表 （令和元年５月）

○地域企業への普及拡大に向けた簡易型ＩＣＴ活用工事の導入

 工事の全ての段階で3次元データ活用が必須であったところを、一部段階で選
択可能とした「簡易型ICT活用工事」を2020年度より導入

3次元設計
データ作成

ICT建設機械に
よる施工

選択可能な項目

3次元起工測量
3次元データ

の納品

3次元出来形管
理等の施工管理

必須項目 16



令和元年度 i-Construction大賞の表彰について

○建設現場の生産性向上（i-Construction）の優れた取組を表彰し、ベストプラクティスとして広く紹介することによ
り、i-Constructionを推進することを目的に、平成29年度に「i-Construction大賞」を創設。

○第2回目の平成30年度は、平成29年度に完成した国や地方公共団体等が発注した工事・業務での元請け企業
の取組やi-Construction推進コンソーシアム会員の取組などに対象を拡大。

○３回目となる令和元年度は、地方公共団体等の取組を対象に追加。（大臣賞４団体、優秀賞２１団体）

■令和元年度表彰式（R2.1.14）

■令和元年度 大臣賞受賞団体の取組（例）

アタッチメントの形状設定を試行・検証し
出来形精度を改善

【(株)豊蔵組】

独自のガイドラインを作成等普及啓発【静岡県】

ベンチャー連携を推進【株式会社ランドログ】
講習会や、業界PRなどを実施
【株式会社 昭和土木設計】

○工事・業務部門
表彰の種類 業者名 発注

地整等
国土交通大臣賞 株式会社 豊蔵組 北陸

優秀賞 東洋建設 株式会社 北海道開発局
優秀賞 三井住友・安部日鋼・日本ピーエス特定建設工事共同企業体 東北
優秀賞 沼田土建 株式会社 関東
優秀賞 矢作建設工業 株式会社 中部
優秀賞 株式会社 オリエンタルコンサルタンツ 近畿
優秀賞 石井建材 株式会社 兵庫県
優秀賞 高橋建設 株式会社 中国
優秀賞 福留開発 株式会社 四国
優秀賞 株式会社 白海 九州
優秀賞 クモノスコーポレーション株式会社 水資源機構
優秀賞 株式会社 鏡原組 沖縄

○地方公共団体等の取組部門
表彰の種類 取組団体名 地域

国土交通大臣賞 ふじのくにi-Construction推進支援協議会 中部
優秀賞 ICT 東北推進協議会 東北
優秀賞 茨城県 関東

○ i-Construction推進コンソーシアム会員の取組部門
表彰の種類 業者名 本社

所在地
国土交通大臣賞 株式会社 昭和土木設計 岩手県
国土交通大臣賞 株式会社 ランドログ 東京都

優秀賞 株式会社 復建技術コンサルタント 宮城県
優秀賞 株式会社 Integral Geometry Science 兵庫県
優秀賞 株式会社 エムアールサポート 京都府
優秀賞 株式会社 竹中工務店 大阪府
優秀賞 東急建設株式会社 東京都
優秀賞 Intelligent Style 株式会社 大阪府
優秀賞 株式会社 砂子組 北海道
優秀賞 CONTACT（建設戦略会議） 東京都 17



生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ

○BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling Management）とは、
計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階にお
いても、情報を充実させながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報
を共有することにより、一連の建設生産システムにおける受発注者双方の業務効率化・高
度化を図るもの

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
【得られる効果】

・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）

18
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BIM/CIMの原則導入による３次元データの活用促進

〇複数の図面から推察していた内部構造や組立形状が一目で分かるようになる
○更に、数量や工事費の自動化が可能となり、受発注者双方の働き方が変革

３Dモデルからの
自動数量等算出

※BIM/CIM:Building/Construction Information Modeling, Manegement

2D設計では設計者が想像するしかなく
干渉部位を見つけることが困難

可視化による
干渉チェック作業の効率化

数量や工事費を手作業で作成・確認
周辺環境を含めた
施工計画の作成

従来 BIM/CIMにより実現できること

図面
工程表



原則適用拡大の進め方（案）（一般土木、鋼橋上部）

BIM/CIMの原則適用にむけて

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

大規模構造物
（全ての詳細設計・
工事で活用）

全ての詳細設計
で原則適用（※） 全ての詳細設計・

工事で原則適用
全ての詳細設計・
工事で原則適用（R2「全ての詳細設計」

に係る工事で活用）

上記以外
（小規模を除く）

―
一部の詳細設計
で適用（※）

全ての詳細設計
で原則適用（※） 全ての詳細設計・

工事で原則適用
― R3「一部の詳細設計」

に係る工事で適用

（※）令和２年度に３次元モデルの納品要領を制定予定。本要領に基づく詳細設計を「適用」としている。

20

○ 2023年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向けて、段階的に適用拡大。

○ 従前から検討してきた「一般土木」「鋼橋上部」の進め方については、下表を予定。

○ 他工種の進め方、詳細設計より前工程からの３次元データの利活用については、業界団体等とも協議の上、

追って整理。



11 19 10 16 34 54
147

254

21 28
60

87 78

65

107

0

100

200

300

400

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

ＢＩＭ/ＣＩＭ活用業務・工事件数の推移

○H24年度から橋梁、ダム等を対象に3次元設計（BIM/CIM）を導入し、着実に増加。
○令和２年度は適用範囲を拡大し、今後更なる増加が見込まれる
【令和２年度の実施方針】

•大規模構造物予備・詳細設計においてBIM/CIMを原則適用
•前工程で作成した３次元データの成果品がある業務・工事において原則適用
•大規模構造物の概略設計、大規模構造物以外の予備・詳細設計においても積極的な導入を図る

76
384011

累計事業数(令和元年度末時点） 設計業務：５４５件 工事：４４６件 合計：９９１件

132121

工事
設計業務

212

361

21



i-Constructionの貫徹に向けたモデル事務所の決定について

 i-Constructionを一層促進し、平成31年の「貫徹」に向け、３次元データ等を活用
した取組をリードする直轄事業を実施する事務所を決定。

 これにより、設計から維持管理までの先導的な３次元データの活用やICT等の新技術
の導入を加速化。

 調査・設計から維持管理までBIM/CIMを活用しつつ、3次元データの活用やICT等の
新技術の導入を加速化させる『３次元情報活用モデル事業』を実施。

 集中的かつ継続的に3次元データを利活用することで、事業の効率化を目指す。

 国土交通省直轄事業において工事の大部分でICTを活用する『ICT-Full活用工事』の
実施など、積極的な３次元データやICT等の新技術の活用を促進。

 地方公共団体や地域企業のi-Constructionの取組をサポートする事務所として、
i-Constructionの普及・拡大を図る。

★ その他、全事務所において
 ICT土工をはじめとする建設分野におけるICTの活用拡大など、i-Constructionの原則実施
を徹底し、国土交通省全体でi-Constructionの貫徹に向けた着実な取組を推進。

※ モデル事務所を含む。

① i-Constructionの取組を先導する「i-Constructionモデル事務所」 （全国10事務所）

② ICT-Full活用工事の実施や地域の取組をサポートを行う「i-Constructionサポート事務所」
（全国53事務所※）
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南部国道

小樽開発建設部

青森河川国道

岩手河川国道
秋田河川国道

鳴瀬川総合開発工事

仙台河川国道
山形河川国道

福島河川国道

日光砂防

下館河川

大宮国道

東京国道

横浜国道

甲府河川国道

千葉国道

静岡国道

信濃川河川

高崎河川国道

八ッ場ダム工事

富山河川国道

金沢河川国道

高山国道

土佐国道

宮崎河川国道大隅河川国道

熊本河川国道

福岡国道

佐賀国道

長崎河川国道

山口河川国道

広島国道 岡山国道

松江国道

鳥取河川国道

奈良国道

浪速国道

紀南河川国道

徳島河川国道

豊岡河川国道

福知山河川国道

福井河川国道

滋賀国道

長野国道

新丸山ダム工事

愛知国道

紀勢国道

大分河川国道

松山河川国道

富士砂防

立野ダム工事

サポート事務所

モデル事務所

モデル事務所・サポート事務所について

天竜川上流河川

（モデル事務所を含む）

モデル事務所 ３次元情報活用モデル事業

小樽開発建設部 一般国道５号 倶知安余市道路

鳴瀬川総合開発工事事務所 鳴瀬川総合開発事業

信濃川河川事務所 大河津分水路改修事業

甲府河川国道事務所 新山梨環状道路

新丸山ダム工事事務所 新丸山ダム建設事業

豊岡河川国道事務所
円山川中郷遊水地整備事業（河川事業）

北近畿豊岡自動車道 豊岡道路

岡山国道事務所 国道２号大樋橋西高架橋

松山河川国道事務所 松山外環状道路インター東線

立野ダム工事事務所 立野ダム本体建設事業

南部国道事務所 小禄道路

香川河川国道 17



モデル事務所におけるBIM/ＣＩＭ活用事例

○ i-Constructionモデル事務所である信濃川河川事務所において、複数の工事・業務を一元化し工程調整の効

率化等を図るため統合CIMモデルを構築。

○ これまで、関係機関協議の円滑化と共に、仮桟橋の整備と床固め工、ケーソン搬入等の複数工事間の工程

調整や、土砂搬出に必要な工事用道路計画を手戻り無く行うことが出来ること等を確認。

複数の工事が錯綜する山地部掘削工事において、統合モデ
ルを用いて各工事における工事用道路計画を一体的に計画
することで、効率的な土砂搬出を実現

河川の洗掘を防ぐために必要な構造物（ケーソン）を船で搬
入する際、隣接工事で行う仮設の桟橋整備との干渉を避ける
よう、統合モデルを用いて効率的な工程調整を実現

24

複数工事・業務の情報を一元化した統合CIMモデルを構築

干渉チェック

ケーソン牽引船

旧野積橋

新野積橋

山地部掘削その８工事

山地部掘削その７工事
山地部掘削その６工事山地部掘削その５工事

山地部掘削その４工事

各工事共通の工事用道路

とこがため



NETIS登録 ～公共工事等における新技術活用システム～

（件数：R2.7時点）

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価
し、技術開発を促進していくためのシステム（2001年度より運用）。

活用 事後評価
技術の成立性や活
用効果等を5件以上
の活用結果に基づ
き評価

公共工事等において、施
工条件等に適した新技術
を活用

登録
公共工事等に関する、
実用化された技術を
申請、登録

テ
ー
マ
設
定

現
場
実
証

技
術
比
較
表
作
成
・
公
表

現場活用を迅速化する取組の強化（2016年から）

公
募

・年間約6,100件（43%)の
直轄工事で活用

・活用延べ新技術数は、年
間約22,000技術

各地方整備局技術事
務所等にて受付

更
な
る
技
術
の
開
発
・改
良

技
術
開
発
成
果
（有
用
な
技
術
）の
普
及

技
術
の
開
発
・実
用
化

NETIS
（申請情報）
約3,000件

ＮＥＴＩＳ
（評価情報）

約900件

有
用
な
技
術
の
積
極
的
な
活
用迅速化

技術のスパイラルアップ

公共工事等における新技術活用システム
新技術データベース
『ＮＥＴＩＳ』

Web上で情報提供
http://www.netis.mlit.go.jp

リ
ク
ワ
イ
ヤ
メ
ン
ト
設
定
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新技術活用の原則義務化

【目的】
直轄工事において、ICT活用を推進するとともに、新技術の活用促進と新たな技術開発の活性化の好循環を起こ
し、生産性向上や激甚化・頻発化する災害への対応、最新技術を活用する産業として担い手確保等に資すること。

【対象とする新技術】
１）ICT活用工事、BIM/CIM活用工事に適用する技術
２）NETIS登録技術
３）NETISテーマ設定型の技術比較表に掲載されている技術
４）新技術導入促進（Ⅱ）型により活用する技術
５）新技術ニーズ・シーズマッチングにより現場実証し、従来技術と同等以上と確認できた技術

【活用方法】
①ICT活用型
・ICT活用工事やBIM/CIM活用工事として発注。

②発注者指定型
・工事公告時に発注者が新技術を個別指定して活用する。

③発注者指定型（選択肢提示型）・・・新設
・工事公告時に、特定のテーマに関する複数の新技術を提示。契約後、施工者が新技術を選択して活用する。

④施工者選定型・・・新設
・①～③のいずれでもない場合は、受注者は、対象とする新技術からいずれかを選定して活用する。

新技術名称 NETIS番号 備考

○○工法 KK-○○○○-VE

③：新技術リスト（例）
【テーマ】工事写真管理の生産性向上に資する技術

令和２年度から直轄工事において新技術の活用を原則義務化した。
※対象工事：一部を除く直轄土木工事。ただし、適用が困難と判断される工事は対象外。
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生産性向上チャレンジ工事

○ 工事契約後の施工段階において、受注者が実施する施工手順の工夫等、生産性向上（省人化等）に資す
る取組の実施を推進するとともに優れた取組について事例集を作成し横展開

○施工計画書で位置づけられた生産性向上に資する取組は、工事成績評定において、考査項目別運用表
主任技術評価官の創意工夫として、効果等を勘案し、優位に評価する

○取組拡大に向けて、試行要領の改定について検討中。また、取組事例集を作成中。

施
工
計
画
の

提
出

契

約

施

工

入

札

工

事

成

績

評

定

■実施手順

横
展
開
す
べ
き

技
術
の
確
認

生産性向上に関する取り組みについて
①取り組みの内容
②期待される効果等を位置づけ（※）

成績評定で優位に評価

■取組事例集

※取組事例集は、
現在作成中
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＜スケジュール＞
2020年7/7～8/7  公募期間
2020年8月中下旬 書類審査・ヒアリング
2020年9月中旬 審査結果の公表・通知
2020年10月中旬 契約締結
＜応募要件＞
 以下を含むコンソーシアム（予定者を含む）
 国交省等の発注工事を受注している建設業者
 IoT・AI等関連企業等（建設業者以外の者）

 提案内容は、2020年度に現場で試行
 取得データはクラウド環境等により、随時、発注者等と共有

＜技術提案内容＞
Ⅰ．AI、IoTを始めとした新技術等を活用して施工の労働生産性の向上を図る技術

• 土木又は建築工事の施工にあたり、AI、IoTを始めとした革新的技術を活用し、以下の①～
③により労働生産性の向上(作業の高度化、作業員の省人化、施工時間の短縮、休日の拡
大等を指す。) を図る技術の提案を求める。

Ⅱ．データを活用して品質管理の高度化等を図る技術
• 土木工事の施工にあたり、データを取得し、当該データを活用することにより現行の品質管理
手法を代替することができると見込まれる技術（現行基準における試験方法や数値等の代替
手法、監督・検査・確認の代替手法、書類の削減・簡素化及びこれらを通じて品質自体の信
頼性を高める手法等を含む。）の提案を求める。ただし、当該手法を現場実装する際に、国
土交通省が規定する各種基準が隘路になっているものに限る。

＜経費＞ 人件費・機械費・情報通信費・設備費・広報費・その他経費等に充当

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト

• PRISM（官民研究開発投資拡大プログラム）の一環でAI、IoTを始めとした新技術や建設現場から得られるデ
ジタルデータを活用し、建設現場の生産性向上や品質管理の高度化等を図るための革新的技術を公募。

①作業員や建設機械・車両の位置・動きの分析等を通じた作業支援
②周辺の交通状況等の認知・判断等を通じた交通誘導の支援(単なる工事用信号機の開発は対象外)
③新型コロナウイルス等の感染リスクのある対面・書面による接触機会(受発注者間の連絡調整等)のデジタル化

建設・更新モデルプロジェクト

【データの共有化（４D再現化）】

クラウドシステム

※機材、資材、作業員毎
に、時間、位置、作業量
等をデジタルデータ化し、
新技術を活用することに
より省人化、効率化等を
試行

建設会社

AIIoT
ロボット

ＩＴ企業等
建設コンサルタント・
測量・調査会社

専門工事
会社

発注者

研究開発費研究開発費

マネジメント
WG
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平成28年熊本地震（阿蘇）における無人化施工

建設機械の操作室

警戒区域内での無人化施工

29

雲仙普賢岳における無人化施工（平成６年から）



５Ｇ通信システムを活用した無人化施工技術

• 国土交通省では、IoT等の新技術を活用し、建設現場の生産性を向上するプロジェクトを公募。５G通
信を活用した遠隔操技術の試行事業を３現場で実施予定。

No コンソーシアム 試行場所 工種 発注者 視察可能時期

1 西松建設、カナモト、
浅草ギ研、ジオマシンエンジニアリング 国道5号新稲穂トンネル トンネル 国土交通省

北海道開発局
令和２年12月

※詳細時期確認中

2 大林組、日本電気
酒井重工業

静岡県御殿場市
境沢川調整池工事 土工 静岡県 令和３年

3月15日～３月24日

3 加藤組、日立建機日本
西尾レントオール 国道2号安芸バイパス 土工 国土交通省

中国地方整備局
令和3年２月中

（試行は１箇月程度）

※総務省HPより
同時に多数の
建設機械投入 遠隔地からの操作 高解像度化

５Ｇを活用した無人化施工イメージ ５Ｇを活用した無人化施工技術の現場実証イメージ

試行現場
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〇3次元の設計CIMデータの活用により、遠隔地にいても立体映像（仮想現実）を見ることが可能となる。
〇受発注者による設計協議に伴う移動時間を大幅に短縮。マルチデバイス化によって、複数の人が参加できるようになることで働き
方は加速的に改善。

【従前】 【DX導入後】

立体映像により「未来型の協議を実現」（北陸地整・大河津分水路事業）

ホロストラクションにて資料を表示
（資料の削減）

会議時に資料を用意
受発注者が集まって会議

出典：日経xTECH
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/mag/ncr/18/00087/031700004/?ST=print
※著作権・要確認

ホロストラクションを用いた会議
（受発注者が集まらず会議可能） 31



ＡＩによるコンクリートをリアルタイムに性状判定（鹿島建設）

〇従来であれば生コン車5台～35台に1台の割合で抜き取り検査を行っていた。
〇コンクリート全量の品質を作業を止めずにチェックできるシステム。

【従前】

【DX導入後】

コンクリート打設作業を一旦止めて、
試験者（人）による品質試験を実施。

打設量が大きいと、試験時間による
施工・品質ロス（硬化促進、作業遅延、

配管詰まり、コールドジョイント等）
不具合の原因となる。

動画で連続撮影・分析し、施工性の悪い
コンクリートを自動的に検知・排除する。

まるで経験豊富なベテラン技術者が
生コン荷下ろし現場に張り付いているようなイメージ

出典：kenkey
https://kenkey.jp/news/article/1030
※著作権・要確認
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映像を用いた「品質管理・施工管理」の取組 （可児建設）

〇現場を映像撮影しタイムラプス機能を用いることで、日報作成持の現場確認の補助、作業の振り返りなどに活用可能。
○映像撮影した工事の様子、重機の軌跡データなどをデータベースとして蓄積・統合することで、作業記録を発注者への説明
に活用、類似工事の事前研修など幅広くに使用することができる。
※タイムラプス映像：１日の現場の流れを１分程度に編集し、数ヶ月に渡る工事進捗の様子を数分程度で把握する映像技術

【従前】 【DX導入後】

出典：建設テック ※著作権・要確認
可児建設 https://kani-kk.co.jp/publics/index/21/
国土技術研究センター http://www.jice.or.jp/cms/kokudo/pdf/reports/autonomy/manage/autonomy_manage_06.pdf

映像撮影の様子
（現場を１日中撮影、リアルタイム映像の視聴も可能）

データベースシステムに
タイムラプス映像を保存・検索閲覧

発注者が都度現場にて確認
（月一回の現場確認、工事様子は写真で確認）

工事の施工方法等に関して資料を用いて確認
（担当者が集まり研修・打合せ等）

出典： 可児建設より提供
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ＶＲを用いた現場・施工状況等の可視化 （一二三北路・札幌市）

〇現場全体（地形、足場、重機など）を3次元モデル化することで、安全確保・工程管理に活用。
○ＶＲを用いることで事前研修・工程の仮想体験などに役立てている。

【従前】

出典：日経xTECH

データベースシステムに
タイムラプス映像を保存・検索閲覧

【DX導入後】

現場の
３Ｄモデル化

現場の
工事写真

ＶＲを用いて
様々な角度から

現場の確認が可能

工事の施工方法に関する確認（事務所）
（工事関係者が集まり打合せ・協議、

書類の印刷等が必要）

出典：五洋建設 ※著作権・要確認

出典：前田建設工業 ※著作権・要確認

工事の施工方法に関する確認（現場）
（工事関係者が集まり直接指示・指導等

移動時間等がかかる）
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高度な防災情報

国土交通データプラットフォームで実現をめざすデータ連携社会

新たなﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ 新しいインフラ社会
３次元化された都市データと洪水予測を
連携した防災情報の提供により、住民が直
感的にとるべき行動を理解することにより、
住民主体の避難行動等を支援。

出典：荒川下流河川事務所

地図・地形データ

気象データ

交通（人流）データ 防災データ

新技術 官民データ

エネルギーデータ

施設・構造物データ

出典：qzss.go.jp

出典：日立HP

出典：松阪市HP

国土交通データプラットフォーム

インフラと交通データの連携で移動ニーズ
に対し最適な移動手段をシームレスに提
供する等、新たなモビリティサービスの実現。

出典：東急建設株式会社

インフラ自体が情報を持つことで通行者
への影響を最小限にする施工や、維持管
理が高度化されるインフラ社会の実現。

〇「i-Construction」の取組で得られる3次元データを活用し、さらに官民が保有する様々な技
術やデジタルデータとの連携を可能にするプラットフォームの構築により、新たな価値を創造。

出典：トヨタ自動車 e-palette 35



国土交通データプラットフォームの利活用促進

＜国土交通データプラットフォーム
の活用が想定される分野＞

建築物やインフラ等の3次元
データに、歴史やイベント情報等
を付与することで、リアリティのあ
るＶＲ（仮想現実）やＡＲ（拡張現
実）体験が可能となり、ゲーム業
界との連携などが期待。

〇観光振興の推進

〇物流の効率化

標高や都市構造物データに、
物流・商流に関するデータを組
み合わせることで、例えば、ド
ローンによる荷物配送の検討な
ど物流の効率化が期待。

〇都市環境の改善
都市構造物データに、リアルタ
イムな気象データ等を連携する
ことにより、熱中症に関する予
報等のサービス提供への活用
が期待。

※国土交通データプラットフォームHP
http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000066.html

維持管理

バリアフリー

国土交通データプラットフォーム

自動運転

防災
シミュレーション

MR技術

スマートシティ

観光・レジャー

出典：経済産業省ウェブサイト

出典：ESRIジャパンウェブサイト
（風況シミュレーションのイメージ）

〇 産学官の多様な主体から、データプラットフォームの利活用方策の提案等を行っていただくため、
国土交通データ協議会を設置。（令和2年8月末時点で101者が参加）

○ 加えて、新たな価値の創造を目指しオープンデータチャレンジの開催等を企画し、データプラット
フォームの幅広いデータ連携や活用に向けた取り組みを推進。
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〇官民の保有する多様なデータをAPI ※により連携し、同一地図上で表示・検索・ダウンロー
ドを可能とする国土交通データプラットフォームを構築。

国土交通データプラットフォームの構成

国土交通データプラットフォーム
API連携により、連携先のデータベース等より必要な
データを取得し、同一地図上で表示・検索・ダウンロード
することが可能に。

自然現象に関するデータ経済活動に関するデータ国土に関するデータ

API

〇港湾データ
・港湾情報
・貿易手続き情報
〇公共交通データ
・駅の位置情報
・運行情報

〇インフラデータプラットフォーム
・電子成果品
・維持管理情報
・国土地盤情報
・基盤地図情報・・・

〇気象データ
・観測データ
・予測データ・・・

〇物流・商流データ
・生産データ
・購買データ・・・

API API

API

※APIとは：あるサービスの機能や管理するデータ等を他のサービスやアプリケーションから呼び出して利用するための接続仕様等
37



○インフラ（施設）の諸元や点検結果に関するデータ、全国のボーリング結果等の地盤データの合計約22万件の国土に関
するデータを地図上に表示し、検索、ダウンロードを可能とした「国土交通データプラットフォーム1.0」を令和2年4月24日
に一般公開。同年9月8日、10月29日に連携データを拡充.。情報発信機能を追加（国土交通データプラットフォーム1.2）

○今後も有識者や利用者からの意見・要望を聞きながら、データ連携の拡大やシステムの改良を推進。

3次元データ（点群データ）の表示機能

地図上に3次元データ
（点群データ）と工事
の概要情報を表示

アイコンをクリック
するとダウンロード

PF1.1、1.2で追加したデータ

洪水浸水想定区域データ

○ FF-Data（訪日外国人流動データ）
○全国幹線旅客純流動調査
○地理院タイル（災害情報の写真等）
○東京都ICT活用工事データ（点群データ）
○国土数値情報（洪水浸水想定区域データ）
○気象観測データ（気温、降水量）
○Ｇ空間情報センター（指定緊急避難場所データ）

地図上での表示・検索・ダウンロード機能

国土交通データプラットフォームの一般公開

38

情報発信機能の追加（PF1.2）

地下設備の3次元モデルの構築例
（横浜関内・みなとみらい地区）

国土交通データプラットフォーム
情報発信機能

国土交通省
関東地方整備局

株式会社NTTデータ ダイナミックマップ基盤
株式会社

クリック



国土交通データプラットフォーム整備に係る全体ロードマップ

2018 2019 2020 2021

整備計画公表 国土交通データ
プラットフォーム1.0

一般公開

2019.5.30 2020.4.24

2022

国土に関するデータを連携
したプラットフォームの構築

2020年度末
国土、経済、自然現象等に関

するデータを連携した統合的な
プラットフォームの構築

2022年度末

 i-Constructionによるスマートインフラ管理を加速するため、地形・地盤情報、インフラ台帳（2次元・紙）等を使って、インフラ全体の3次元モデルを作成するためのデータ連携の技術を開発
 共通中間データ(Common-Modeling-Data)を介して様々なデータを統合的に活用し、ニーズに合致したモデルを構築
 次世代スパコンによる解析やAIの活用により、自動施工、地震倒壊解析、老朽化予測アセットマネジメント等に活用（オープンイノベーション）

• プラットフォームの利活用場
面の整理、分析

• 必要なデータの収集と分析
• インフラデータPFの要件確認

・システム要件の検討整理
・地方自治体や大学ベンチャー等と連携した試行結
果の整理

・システム要件の改善
・他分野との連携に向けたシステムの連携検討や好事例の検討整理
・地方自治体や大学ベンチャー等と連携した試行結果の整理

○連携データの
拡大

○データ利活用
ルール等

○全体設計

• オンライン電子納品手法及
びシステム仕様書の作成

• データ利活用ルール、認証方法等の
検討

・社会資本情報プラットフォー
ムの地図上に、地盤情報
（Kunijiban）、電子納品
を表示

・地図表示含め、プラットフォームの国
土交通データプラットフォームver.0を
構築
・各種検索機能の設計、試行
・国交省保有の各種データベースとの
WebAPIによるデータ連携の試行

• インフラ・データプラットフォーム上での
データ表示機能の検討、試行

• 国交省内外のデータベースとのデー
タ連携の試行

• シミュレーション結果等のアップロード
機能の試行、実装

○3次元データ視
覚化機能

○データハブ機能
〇情報発信機能

• シミュレーション結果や長物の表示・検索方法の検討、試行、実装
• 交通量・人流等の時系列データの表示・検索方法の検討、試行、実
装

• 気象・交通等の大容量データの表示及びダウンロード技術の検討、
試行、実装

• 社会資本情報プラットフォーム、国土
地盤情報データベースとのAPI連携

• オンライン電子納品システムの開発

• 共通中間データ（ＣＭ
Ｄ）を介した３次元モデル
の試作○要素技術の

開発

出口戦略

• 産学官連携した運用体制の検討、課題整理

• ユーザ認証システムの選定・導入・
試行並びに利活用ルールの課題分
析

• 民間や自治体所有データ等との連携対象データの利活用ルー
ルの整備

• 移動・物流、インフラ、防災・気象、エネルギー・環境、観光等の様々
な分野のデータを連携させ、モデル事業を深化（内閣府・総務省等
と連携）

• 他省庁等との連携拡大（SIP4Dを
通じた連携含む）

• オンライン電子納品システムの運用、
検証

• 自治体のオンライン電子納品システムとのデータ連携の検討、試行的実施 • 本格連携に向けた利活用ルール整備、自治体との調整
• データ連携拡大に向けた研究開発
（２次元図面の３次元化技術の開発）

• データ連携拡大に向けた研究開発
（メタデータの自動作成技術の開発、３次元解析モデル構築に向けたデータ
生成技術の開発）

• 画像・動画(映像)とのデータ連携技術の開発

• 連携データに対応したセキュリティ機能の要件整理、実装

• オープンデータチャレンジの実施

• メタデータ自動作成技術を利用した、AI技術等を用いたフリーワード
による検索エンジンの開発
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メタデータの自動作成技術の開発

○自治体や民間企業等多様なデータベースとのAPI連携行うため、検索に用いるメタデータを自動生成する技術の開
発

〇令和2年度は
・国土交通省の工事等で収められている成果品データについて、10種類程度のデータ形式に対応できるメタデータ自
動作成プログラムを試作し、試行を実施
・国土交通データプラットフォームから試作したプログラムが利用できる環境を整備

Indexファイル

メタデータ

表題欄から自動抽出〇図面等にある文字情報から必要な情報を抽出し、
その図面等のメタデータを自動で作成

メタデータ

メタデータ

メタデータ

〇工事等の情報（工事名、工種、工事概要等）
がまとめられているIndexファイルにある情報から必
要な情報を抽出し、図面等のメタデータを自動で
作成

図面

写真

報告書

必要な情報を自動抽出

図面
図面

〇令和3年度は令和2年度の試行結果を踏まえたプログラムの改良を実施するとともに、業務成果品等工事成果のう
ち令和2年度に未対応のデータ及びインフラ以外のデータについて、メタデータ作成に関する技術開発を行い、プラット
フォームから利用できる環境を整備
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新型コロナウイルスが及ぼした影響



【新型コロナウイルス対策】 直轄工事・業務における対応

政府の基本的対処方針（抄）
新型コロナウイルス感染症対策本部決定（令和２年４月 16 日変更）

○河川や道路などの公物管理は、社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の活動を
維持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続を要請されている。

○政府の基本的対処方針において、公共工事及び河川や道路などの公物管理は、継続が求められ
る事業に位置づけ

○国土交通省直轄工事では、
・緊急事態宣言対象地域内においては、受発注者間で一時中止措置等について協議を実施
・緊急事態宣言対象地域外においては、受注者から一時中止等の申し出があった場合、
その申し出を尊重し、一時中止等の措置を実施

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について
（令和２年４月７日）

（緊急事態宣言対象地域内）

○受発注者による協議の結果、受注者から工事等の一時中止や工期又は履行期間の延長（以下「一時中止
等」という。）の希望がある場合には、受注者の責めに帰すことできないものとして、契約書に基づき工事等の
一時中止や設計図書等の変更（以下「一時中止措置等」という。）を行う。

（緊急事態宣言対象地域外）

○対象地域外における工事等について、受注者から一時中止等の希望の申出がある場合には、緊急事態宣言
発令地域内に準じた措置を行う。 42



直轄工事/業務の円滑な発注及び施工体制の確保（緊急事態宣言解除後）

<入札契約>

入札契約手続き全般の柔軟な対応
・競争参加資格確認申請書及び資料等の提出期限の延長 ・ヒアリングの原則省略
・技術提案のテーマ数や提案数は必要最小限 ・総合評価委員会等のテレビ会議等活用した効率化 等

発注ロットの拡大
・難易度が比較的低い工事は上位等級工事への参入、比較的高い工事は下位等級工事への参入を可能

直轄事務所発注工事における指名競争入札の活用
・競争参加者が少数と見込まれる比較的難易度が低い工事について、入札参加意欲を確認し、施工能力を評価する方式
（指名競争・総合評価落札方式、フレームワーク方式）等

概算数量発注の活用
・適切な概算数量の設定や条件明示の徹底により、適切に設計変更

<設計積算>
新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に係る費用の適切な設計変更
・労働者宿舎における 密集を避けるための、近隣宿泊施設の宿泊費・交通費
・現場事務所や労働者宿舎等の拡張費用・借地料
・現場従事者のマスク 、インカム 、シールドヘルメット等の購入・リース費用
・現場に配備する消毒液、赤外線体温計等の購入・リース費用 ・遠隔臨場やテレビ会議等のための機材・通信費

<施工段階>
検査、打合せ等の実施に当たっては、可能な限り電話、インターネット等を活用

工事書類や中間技術検査の簡素化、遠隔臨場の積極的活用

<成績評定> 感染拡大防止を図るために柔軟な対応を行った場合でも成績評定で適切に評価
・感染拡大防止を図るために災害防止協議会や訓練等の時期を調整する 等

○新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言は解除されたが、これまで政府として最低７割、極力８割程
度の接触機会の低減を求めてきたことから、例年に比べて、入札契約事務作業が遅れる可能性もある。

○そのため、入札契約手続き全般の柔軟な対応等の特例的な対応を行い、受発注者双方の負担を軽減し、でき
るだけ早く入札契約手続きが進められるよう努力。

○併せて、「三つの密」の回避等の感染拡大防止対策を徹底。

「国土交通省所管事業の執行における円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体的対策について」（令和２年５月７日付け国地契第６号、国官技第29号等）43



日付

工事 業務

一時中止等
の件数

割合 全件数※1 一時中止等
の件数

割合 全件数※1

緊
急
事
態
宣
言
中

※

2

対象地域が
全国へ拡大前

4/10時点 約100件 （2%） 約6,000件 約600件 （15%） 約4,000件

対象地域が
全国へ拡大後

4/30時点 約280件 （4%） 約7,000件 約940件 （14%） 約6,500件

緊急事態宣言 解除後 7/28時点 全ての工事・業務が再開

※1：国土交通省調べ
・【4/10時点の全件数】検索条件：4/8時点で契約中である工事・業務、検索時点：4/10
・【4/30時点以降の全件数】検索条件：それぞれの時点で契約中である工事・業務、検索時点：それぞれの時点

○国土交通省直轄工事では、受注者から申し出がある場合に、一時中止等の措置を行うこととしており、緊急事
態宣言が全国に拡大された後の４月３０日時点で、直轄工事全体の４％で一時中止を行っていた。

○その後、感染拡大防止対策をとった上で工事を再開する動きとなっており、７月２８日時点で全ての工事・業務
が再開している。

国土交通省直轄工事・業務における一時中止等の状況

44

※2：緊急事態宣言の期間
4月7日～4月15日：対象区域が埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県
4月16日～5月13日：対象区域を全国に拡大。
その後、5月14日、21日と段階的に解除を行い、5月25日に解除宣言。



現場で実施された様々な取組への支援

「３密」の中での打合せ
⇒現場事務所の拡張

シールドヘルメットインカム

労働者宿舎（↑外観、
→共用スペース）

⇒近隣宿泊施設の確保

サーモグラフィー体温計

Webカメラを活用した
遠隔による現場確認

○直轄工事・業務では、感染拡大防止のため、「3密」の回避や沿革での現場確認など、必要と認めら
れる対策について、精算時に契約変更を実施。

※以下の例に限らず、受発注者の協議により設計変更の対象となることもあるため、様々な工夫を期待（契約額に大きく関わる対策は前広な協議を）

（設計変更の対象とする対策の例）

作業時のマスク着用

消毒液の設置
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新型コロナウイルスを受けた住まいへの意識の変化

出所：未来投資会議（第４２回） 配布資料 資料２ 基礎資料

〇地方移住への関心は、特に20代（22.1%）、30代（20.0%）やテレワーク経験者（24.6%）で高まっている。
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新型コロナウイルスを受けた働き方の変化

出所：未来投資会議（第４２回） 配布資料 資料２ 基礎資料 に加筆

〇職種別のテレワーク実施率は、コンサルタント等の専門職で高く、福祉系専門職等のサービス職で低い。
〇建築・土木関係では、施設管理系は３２％、職人・現場系は４％に留まるなど、テレワーク実施率は低い状況。
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新型コロナウイルスを受けた労働生産性の変化

〇今回の感染症の影響下において、建設業の仕事の効率性や生産性については、減少傾向が約４割・概ね変化な
いが約４割を占めており、悪化・横ばい傾向。

出所：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）、新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査、令和２年６月21日 に加筆
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新型コロナウイルスを受けた労働時間の変化

〇今回の感染症の影響下において、サービス業等は労働時間が減少しているが、建設業の労働時間は概ね変化ない
もしくは増加の回答割合が、約６割を占める。

出所：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）、新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査、令和２年６月21日 に加筆



インフラ分野のDXの推進
（デジタル・トランスフォーメーション）
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基幹テクノロジーの動向

５G

AI

クラウド

データの高速通信

データの認識・判断

データの保存処理

出典：株式会社MM総研

【クラウドサービスの国内市場規模は年々拡大】

【2020年第５世代移動通信システム(５Ｇ)サービス開始】

■企業の既存システムをパブリックク
ラウドに移行する動きが加速

■AWS（Amazon)、Azure（Microsoft)、
GCP（Google）の寡占化が進展

■超高速（20倍）、超低遅延（1/10）、
多数同時接続（10倍）環境の実現

■IoTデバイスの普及拡大とデータ
送受信の拡大

【ディープラーニングの進化による画像認識市場の拡大】

出典：ITR Market View：AI市場2019

監視カメラ・ドローン
産業機械・自動車・交通
家電・ウェアラブル
医療機械
ATM・POS
その他・メタデータ

出典： IDC Japan

AI主要6市場規模推移および予測（2017～2023年度）

■画像解析分野はカメラ等周辺機器
の充実により、様々な産業に拡大

■今後、言語解析の拡大が見込ま
れ文書管理などへの適用が進む



デジタル化と新たな技術革新

○各国において、無人化や遠隔通信など、人同士の接触を避けながら事業継続を行う取組が実施。

2020年5月26日
第7回 産業構造審議会 通商・貿易分科会 資料

新たな技術革新（例）

感染者の追跡・管理 無人化 遠隔通信

各国での取組例
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○新型コロナウイルス感染症対策を契機とした非接触・リモート型の働き方への転換と抜本的な生産
性や安全性向上を図るため、５G等基幹テクノロジーを活用したインフラ分野のDXを強力に推進。

○インフラのデジタル化を進め、2023年度までに小規模なものを除く全ての公共工事について、
BIM/CIM※活用への転換を実現。

○現場、研究所と連携した推進体制を構築し、DX推進のための環境整備や実験フィールド整備等を
行い、3次元データ等を活用した新技術の開発や導入促進、これらを活用する人材育成を実施。

インフラ分野のDX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進

インフラDXを推進する体制の整備

・対象とする構造物等の形状を3 次元で表
現した「3 次元モデル」と「属性情報」等を組
み合わせたBIM/CIMモデルの活用拡大

地方整備局
技術事務所等
人材育成センター

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進

・新技術の現場実証 等

国土交通本省
推進本部

・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔

機能 等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
・直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・３次元データや５G等を活用した新技術

の研究開発
・海外動向の研究 等

連携

企業 大学

※BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）

公共事業を「現場・実地」から「非接触・
リモート」に転換
・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモー
ト」方式に転換するためのICT環境を整備

仮設計画 干渉確認

受注者 発注者

3D共有環境での検証

リアルデータを活用した技術開発の推進
・熟練技能労働者の動きのリアルデータ等を
取得し、民間と連携し、省人化・高度化
技術を開発

5G等を活用した無人化施工技術開発
の加速化
・実験フィールド、現場との連携のもと、無人化
施工技術の高度化のための技術開発・研究
を加速化

インフラのデジタル化推進とBIM/CIM
活用への転換
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監督・段階検査の非接触・リモート化（令和２年度遠隔臨場の試行）

○R2.3.2付け、遠隔臨場の試行要領（案）、監督・検査試行要領（案）を策定

○遠隔臨場を取り組みやすく、また効果的に実施するため、R2.5.7付け、“令和2年度の試行方針”を発出。

○R2試行方針においては、 上記に加え、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として実施する場合の費用の考え方を記載

概要

施工状況の確認

映像データを
リアルタイム
に配信・記録

空いた時間は、
自治体との調整
に当てよう！！

机上にて、承認・確認等の監督業務が可能に！！

必要に応じて確認
又は対応を指示

※記録データは、工事
完了時提出。途中、
監督職員から請求が
あった場合は提示。

監督職員等

指定材料の確認 寸法確認（段階確認）

確認・やり取り

音声通話

固定カメラ
ウェアラブル
カメラ

音声通話

机上にて、確認等の監督業務が可能に！！

実施状況

監督員の確認状況

現地の測定状況をモニターに映す 54



監督・段階検査の非接触・リモート化（令和２年度遠隔臨場の試行）

R2年度の実施方針（R2.5.7）より、以下の通りとする。

施工現場

発注事務所

クラウドサーバー

（発注者）
事務所で確認

（受注者）
ウェアラブルカメラ等で撮影

施工現場

発注事務所

車移動：片道１時間

（受・発注者）
臨場確認

効果のイメージ（例）

従来

遠隔臨場

発注者：移動時間を約４０時間削減
（片道１時間の現場、立会が２０回の工事の場合）

受注者：立会調整にかかる時間を大幅に削減

費用負担の考え方

発注者指定型

受注者希望型

・受注者から遠隔臨場試行の希望があった場合

試行に係る費用は

全額を受注者が負担

・受注者に要請し、試行可能の回答が得られた場合

・新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として

実施する場合

試行に係る費用は

全額を発注者が負担！！
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ステレオカメラ撮影画像による配筋検査の効率化（R1年度試行技術の一例）

〇ステレオカメラで計測したリアルタイムの鉄筋間隔・鉄筋径をBIM/CIMデータと比較することに
より、その場での合否判定を可能にする等、出来形計測の効率化を実現

○令和元年度のPRISMの試行では、配筋検査に係る時間が従来の検査と比較し約３０％短縮

クラウド活用による検査結果の共有

１回７秒程度で測定

ステレオカメラ（イメージ）

測定状況

撮影映像（イメージ）

・現地で撮影するだけで、測定結果
をリアルタイムにクラウドに保存

・遠隔での検査やCIMデータを活用し
た合否判定も可能

従
来

技
術
導
入
後

測定状況１回５分程度で測定

現地で野帳等に記録した測定
結果は事務所にて帳票へ入力

CIMデータを活用した合否判定 56



国土交通省インフラ分野のDX推進本部の設置

令和2年7月29日（水）に第1回本部、令和2年10月19日（月）に第２回本部を開催 57

○設置趣旨
社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会
資本や公共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を変
革し、インフラへの国民理解を促進すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現すべく、省横断的に取組みを推進するインフ
ラ分野のDX推進本部を設置

○メンバー
（本部長） 技監
（副本部長） 技術総括審議官、技術審議官、大臣官房審議官（建設流通政策）
（本部員） 官房技術調査課長

官房公共事業調査室長
官庁営繕部整備課長
総合政策局公共事業企画調整課長
総合政策局情報政策課長
不動産・建設経済局建設業課長
都市局都市計画課長
水管理・国土保全局河川計画課長
道路局企画課長
住宅局建築指導課長
鉄道局技術企画課長
港湾局技術企画課長
航空局空港技術課長
北海道局参事官
国総研社会資本マネジメント研究センター長
国総研港湾研究部長
国土地理院企画部長
土木研究所技術推進本部長
建築研究所 建築生産研究グループ長
海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所港湾空港生産性向上技術センター長



インフラ分野のDX（デジタル・トランスフォーメーション）

○社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータと

デジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本や公共サービ

スを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土

交通省の文化・風土や働き方を変革し、インフラへの国民理解を促進

すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現

【インフラ分野のDX】
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 DXの概念
進化したデジタル技術を浸透させることで人々の生活をより良いものへと変革すること

「行動」のDX 「知識・経験」のDX 「モノ」のDX

インフラへの国民理解の促進と安全・安心で豊かな生活を実現

社会資本や公共サービス、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革

どこでも可能な現場確認 誰でもすぐに現場で活躍 誰もが簡単に図面を理解



インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション
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●在宅勤務や遠隔による
災害支援など新たな
働き方を実現

●危険・苦渋作業からの
解放により、安全で快適
な労働環境を実現

【インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーションで実現するもの】

国民

業界

職員

●行政手続きの迅速化や
暮らしにおけるサービス
向上の実現

●インフラのデジタル化で
検査や点検、管理の高度
化を実現

Before（Now） After（Future）

出典：総務省統計局「国勢調査2020総合サイト」
（https://www.kokusei2020.go.jp/index.html）を加工して作成

画像：NEXCO東日本
「最先端映像技術ＭＲを活用した技術者育成」

出典：総務省統計局「国勢調査2020総合サイト」
（https://www.kokusei2020.go.jp/index.html）を加工して作成

出典：https://careecon.jp/blog/3970040302
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【行政手続きや暮らしにおけるサービスの変革】

 手続きのデジタル化やオンライン化を進め、行政手続き等の迅速化を推進
 デジタルデータの利活用を進め、暮らしにおける各種サービスを向上

行政手続き等の迅速化 暮らしにおけるサービス向上

令和２年７月よりケンタッキーフライドチキン
（相模原中央店）での試行運用を実施中

▲自動重量計測装置 ▲ETC2.0

推奨経路

通行可

条件付通行可

自動重量計測装置

重量を遠隔
で確認

推奨経路を
表示可能に

連
携

経路を遠隔
で確認

連
携

ETCによるタッチレス決済の普及

特車通行手続き等の迅速化

• 電子申請システムの導入等に
よる、特殊車両通行手続きの即
時処理や、道路占用許可、特定
車両停留施設の停留許可手続
きの効率化を実現

• ETC2.0等を活用し違反車両の
取り締まりを高度化

• 駐車場やドライブス
ルーなど、高速道路
以外の多様な分野へ
のETCを活用したタッ
チレス決済の普及・拡
大

港湾関連データ連携基盤の構築

港湾全体の電子化により、
• 物流手続・行政手続の効率

化、遠隔・非接触化を実現
• 施設の効率的なアセットマ

ネジメントを実現

港湾物流手続

港湾
管理者

港湾工事施設情報

施設
利用者

施設利用等の行政手続

申請

許可

S/I

船腹予約

海貨船社

陸運
荷主

税関

港湾全体の電子化

ＩＴやセンシング技術等を活用したホーム転落防止技術の活用促進

• ＩＴやセンシング技術等の活用により、視覚障害者の駅ホームでの転落事
故を未然に防ぎ、駅ホームでの更なる安全性を向上

カメラ 画像認識AIサーバー
（白杖・車椅子検知モード）

改札口

通知用パソコン

駅務室

駅係員（事務所執務）

お手伝い・
お声掛け

タグ

バイブレーター

受信機
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【 ロボット・AI等活用で人を支援し、現場や暮らしの安全性を向上】
 ロボットやAI等により施工の自動化・自律化や人の作業の支援・代替を行い、危険作業や苦渋作業を減少
 AI等を活用し経験が浅くても現場で活躍できる環境の構築や、熟練技能の効率的な伝承を実現

安全で快適な労働環境を実現 AI等を活用し暮らしの安全を確保

熟練技能のデジタル化で効率的に技能を習得

• AIにより点検画像か
ら変状を自動検出し、
点検員の「判断」を支
援

• センサーにより熟練技能を見
える化し、効率的な人材育成
手法を構築

出典：芝浦工業大学 蟹澤研究室研究より

• カメラ画像を活用した
ＡＩによる交通障害の
自動検知

シミュレータを活用した自律運転の研究開発

VR遠隔操作

AI搭載建設機械による自動施工

• 産学官共同の建設基盤を整備し、無人化施工、
自律施工に向けた研究開発を推進

• 身体負荷の軽減や視覚・判断の補助を行うパワーアシストスーツ等を
導入し、苦渋作業を減少

災害現場における重量物運搬の例

無人化・自律施工による安全性・生産性の向上

パワーアシストスーツ等による苦渋作業減少

人材育成にモーションセン

サー等を活用

AI等による点検員の「判断」支援

CCTVカメラ画像を用いた交通障害自動検知



マスタータイトルの書式設定
 調査・監督検査業務における非接触・リモートの働き方を推進し、仕事のプロセスを変革
 デジタルデータ活用や機械の自動化で日常管理や点検の効率化・高度化を実現

• 画像解析や
３次元測量
等を活用し、
出来形管理
の効率化を
実現

＜河川分野＞

• ドローン及び画像解析技術を
活用した、河川の異常箇所の
自動抽出技術の開発

＜空港分野＞

• 滑走路等の舗装点検に
おいて、画像解析によ
りひび割れの自動検出
等を実現

＜河川分野＞

• 堤防除草作業並びに
出来高計測を自動化
する技術を開発

調査業務の変革

監督検査の省人化・非接触化

点検の効率化

＜道路分野、空港分野＞

• 衛星による走行位置の
確認やガイダンスシス
テムによる投雪装置の
自動化等により除雪作
業の効率化・省力化を
実現

オペレータ
による車両
運転

監督検査業務の変革
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＜空港分野＞

• 予め登録した
ルートに従い、
着陸帯の草刈
りを自動化

【 デジタルデータを活用し仕事のプロセスや働き方を変革】

日々の管理の効率化

＜道路分野＞

• パトロール車両に搭載したカメラから
リアルタイム映像をAI技術により処理
し、舗装の損傷判断を効率化

点検・管理業務の効率化

調査業務の変革

衛星を活用した被災状況把握

• ドローン等によ
る港湾施設の被
災状況の把握

• 衛星画像等を用
いた変位推定・
計測

ドローン

人工衛星

＜港湾分野＞
• ドローンや水中

音響測深機によ
る３次元測量を
行い、監督・検査
をリモート化

ドローン

音響測深

＜鉄道分野＞

• レーザーを活用した、トンネル等の変状
検出や異常箇所の早期発見等を可能と
するシステムの開発による、鉄道施設の
保守点検の効率化・省力化

※道路用のデータ計測車両を
鉄道台車に搭載し、けん引

レーザースキャナー

変状の検出例
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【 ＤＸを支えるデータ活用環境の実現】
 スマートシティ等と連携し、デジタルデータを活用し社会課題の解決策を具体化
 ＤＸの取組の基盤となる３次元データ活用環境を整備

デジタルデータを用いた社会課題の解決

3次元データ活用環境の整備

＜土木施設＞

• 小規模を除く全ての
公共工事における
BIM/CIM※原則適用
に向け段階的に適用
拡大

＜公共建築＞

• 官庁営繕事業における3
次元モデル活用や、設
計・施工間のデータ引渡
しルールの整備

まちづくりのデジタル基盤
（都市部局が保有するデータ

の連携・オープン化）

×
健康福祉

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ

公衆衛生

交通

行政 住民 企業エリマネ団体
多様な主体による利活用

多
種
多
様
な
デ
ー
タ

全体最適・市民参画・機動的なまちづくり

• 全国約50都市にて3D都市モ
デルを構築し、シミュレーショ
ン等ユースケースを開発

＜国家座標＞

• 調査・測量、設計、
施工、維持管理の
各施策の位置情報
の共通ルール「国家
座標」基盤の構築

座標が一致することにより
ICT施工等に貢献

＜3次元データの保管・活用＞

• 工事・業務で得られる3次元
データや点群データ等を保
管し、自由に閲覧が出来、
データの加工が出来るデー
タセンターを開発

※BIM/CIM：Building/Construction Information Modeling, Management

データ活用の基盤整備

3次元データ等を保管・活用環境の整備

社会課題の解決策の具体化

＜通信環境構築＞

• 本省・国総研、各
地整間の高速
（100Gbps）ネット
ワーク環境を構築

可視化による
干渉チェック作業の効率化

周辺環境を含めた施工計画の作成

現在：100Mbps

今後：100Gbps 

インフラ・建築物の3次元データ化

位置の基準・共通ルール「国家座標」

＜港湾分野＞

• データの標準化やク
ラウドの活用により、
BIM/CIM活用を推進

岸壁 係船柱
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